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（１）投資・財政計画（収支計画）：別紙のとおり

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　①経営指標に係る目標数値

12

田子町訪問看護ステーション事業経営戦略

事 業 名

団 体 名

田子町訪問看護ステーション（介護サービス事業）

計 画 期 間

策 定 日

青森県田子町

3

3 年度

経営の基本方針

投資・財政計画（収支計画）

効率化・経営健全化の取り組み

　特別会計で財政運営しているが、総収入の半分以上が一般会計からの繰入金によるものとなっています。歳出
の大部分は人件費となっています。繰入金を減少させるために、利用者の増加につながる早急な対応が必要と
なっています。訪問看護ステーションは田子町国民健康保険保健福祉センターの２階に事務室があり、資本とし
ては訪問用の車輌２台が存在する程度です。収入については、きめ細やかなサービスを利用者に提供できるよう
に、職員一人ひとりが意識改革を進め、多数の研修会に参加しました。その結果、質の良いサービスが提供でき
ました。定員の部分では、介護保険法の規定に基づく人員基準に基づき職員を配置しています。

　田子町訪問看護ステーションでは、看護師がご自宅を訪問して、主治医の指示や連携により行う看護をいたしま
す。病気など、また医療機器を使用しながらでも住み慣れたご自宅で暮らせるよう他職種と連携しながらご本人・
ご家族をサポートしていきます。公立のステーションであることから、利益重視のみの事業展開を図ることはなじ
みませんが、公営企業の目的である、公の福祉向上のため、最小の経費で最大の効果を上げ、かつ自立した運
営を図り事業の継続運営を行うためには必要な利益を求めていかなければなりません。田子町訪問看護ステー
ションでは、在宅で安心して暮らせるよう利用者のニーズに応えていきます。その結果、たくさんの方々から利用し
ていただき、安定した経営ができるよう取り組みます。

在宅サービス受給者が減る中、現状維持程度の利用人数を保てるよう月の平均の利用人数を介護・医療合わ
せて１０人、利用回数５５回を目標とする。人件費削減や計画的な備品等の資本（財産）整備を行ったうえで、実
質単年度収支の黒字になるよう努めます。　R1の状況　月平均１２人　利用回数６８回
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　②収支計画のうち投資についての説明

　③収支計画のうち財源についての説明

　投資はありません。

（２）高齢者人口等の予測

 田子町訪問看護ステーション事業経営戦略の実現に向けては、その実施状況を定期的に把握し、点検・評価
をを行います。なお、施設を取り巻く情勢の変化や「田子町訪問看護ステーション事業経営戦略」の進捗状況等
により、「経営戦略」の目標数値の達成が困難であるときは、必要に応じて見直しを検討します。

（４）組織の見通し

看護師　：　現段階で不足している状況であり、最後に採用してから２０数年経過しています。ここ数年で退職者
も多数出ることから喫緊の課題となり、これまで以上に採用行動を強化する必要があります。

経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

人員の状況

（３）施設の見通し

　当ステーションは、田子町国民健康保険保健福祉センターの２階に事務室があり、平成７年に建物が建てら
れたものであり、まだ問題なく使用できている。今後は、老朽化により建物の修繕等が発生した場合は、早急に
対応する。

　見込むことが出来る財源は介護サービス収入、財源の不足分については一般会計繰入金で補填します。

　大部分は人件費。その他、業務委託料・需用費等の内部管理経費となっています。

　④収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　本町は、高齢・過疎化の進行した町です。高齢化率は、令和３年１月末現在既に４０％を超えており超高齢化
となっております。若者の町外流出に伴う人口減少により、今後も高齢化率は上昇するものと考えられ、田子町
高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画では、令和７年には４５％の予測となります。しかし、高齢者の人口
は頭打ちとなりつつあり､介護需要も横ばいではないかと推測されます。

将来の事業環境等

（１）介護保険サービス事業における主な取組

　田子町訪問看護ステーションでは、看護師がご自宅を訪問して、主治医の指示や連携により行う看護をいたし
ます。病気など、医療機器を使用しながらでも住み慣れたご自宅で暮らせるよう、他職種と連携しながらご本
人・ご家族をサポートしていきます。



別紙 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度（R２）

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 33,197 28,741 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744

（１） (B) 17,397 13,741 11,451 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790

ア 17,397 13,741 11,451 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790

イ (C)

ウ

（２） 15,800 15,000 7,293 5,954 5,592 5,598 5,945 5,954 5,954 5,954 5,954 5,954 5,954

ア 15,800 15,000 7,293 5,954 5,592 5,598 5,945 5,954 5,954 5,954 5,954 5,954 5,954

イ

２ (D) 32,283 28,641 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744 18,744

（１） 32,260 28,610 18,701 18,701 18,701 18,701 18,701 18,701 18,701 18,701 18,701 18,701 18,701

ア 27,104 25,288 16,476 16,476 16,476 16,476 16,476 16,476 16,476 16,476 16,476 16,476 16,476

イ 5,156 3,322 2,225 2,225 2,225 2,225 2,225 2,225 2,225 2,225 2,225 2,225 2,225

（２） 23 31 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43

ア

イ 23 31 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43

３ (E) 914 100

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

(J) 914 100

(K)

(L) 277 1,038 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

(M)

(N) 1,191 1,138 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

(O)

(P) 1,191 1,084 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 17,397 13,741 11,451 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790 12,790

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度（R２）

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

15,800 15,000 7,293 5,954 5,592 5,598 5,945 5,954 5,954 5,954 5,954 5,954 5,954

15,800 15,000 7,293 5,954 5,592 5,598 5,945 5,954 5,954 5,954 5,954 5,954 5,954

15,800 15,000 7,293 5,954 5,592 5,598 5,945 5,954 5,954 5,954 5,954 5,954 5,954

R1２

R11

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

R3 R4 R5 R6 R7

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

R8 R9 R10

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

R1２

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

(E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 再 差 引

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

R9 R10 R11

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

R3 R4 R5 R6

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

R7 R8

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)


